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社会資本の維持管理・更新の活動

@＾o＾√アシダ

施策・活動ビジョン 政府、国交省、
自治体、局部

Ｐ

Ｄ

・インフラ全体の施策

・管理対象単位のｱｾｯﾄﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ計画と活動

・政府、国交省・・
・道路、河川、港湾・・

・構造物単位のｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ計画と活動

橋梁、トンネル、河川構
造物、ダム

・基準、マニュアル、要領

Ｃ ・年報 ・ＤＢ

Ａ ・行政評価
・会計検査
・監査

・自己、財務省、行管
・会計検査院
・監査
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社会資本の維持管理・更新の視点

@＾o＾√アシダ

社会資本の種類と管理者

直轄
整備

直轄
管理

道路 有 有 有（県・市）／NEXCO等
河川 有 有 有（県）
砂防 有 無 有（県）
海岸 有 無 有（県） 農水も
下水 無 無 有（県・市）／PPP 県：広域
港湾 有 △ 有（港湾管理者）／PPP 上物は民等
鉄道 無 無 無／民間／3セク

厚 上水 無 無 有（県・市）／PPP 県：広域

国
交
省

事業 備考
国

自治体等管理省
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白書2012 社会資本の適確な維持管理・更新

@＾o＾√アシダ

建設後50年以上経過したインフラの割合

(出典）国土交通白書H23Ⅰ2より作成

注）岩手県、宮城県、福島県は対象外

更新費

維持管理・更新費が2010年投資額を上回る額

更新費
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@＾o＾√アシダ

更新費

アセット・マネジメント

アセット・マネジメントの3つのレベル

白書2012 社会資本の適確な維持管理・更新
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維持管理・更新に関する用語

@＾o＾√アシダ

更新費

「アセットマネジメント」という言葉は一般に広く使われている言葉だが、社会
資本の分野では計画的な維持管理というような意味で使われることが多い。
「ストックマネジメント」という言い方もあるが、統一されている分けではない。
言葉の定義を厳密に考えすぎると混乱する。

2012白書 ：アセットマネジメント
緊急提言2013：社会資本メンテナンス戦略小委員会
老朽化対策会議2013：社会資本の戦略的な維持管理

アセット・マネジメントは、言うまでもなく本来は金融の用語であり、投資収益率を最大化す
る手法をいう。社会資本におけるアセット・マネジメントも、資産（社会資本）をうまく管理・運
営して、利潤（社会的利益）を最大にする活動である。

その意味で両者は基本的に等しいが、目的関数の具体的内容が異なる。すなわち、金融
上のアセット・マネジメントのアウトプットは単純に投資による利益であるのに対し、社会資
本のアセット・マネジメントの目的は、それを利用するものの満足度の最大化ということにな
ろうか。つまり、経済学の言葉を使って表現すれば、利用による社会的余剰の最大化がそ
の主たる目的のはずである。
しかしながら、筆者が受けた印象からすれば、社会資本のアセット・マネジメントについて主

張されるのは、効率的なサービス水準の維持ではなく、すべての資産が本来提供可能な
サービス水準を維持するための管理・運営を行うことであるかのごとくに曲解されている節
がある。（出典）一橋大学大学院商学研究科教授 山内 弘隆：社会資本のアセット・マネジメント6



社会資本の維持管理・更新の最近の取り組み

@＾o＾√アシダ

■内閣府：「ナショナル・レジリエンス懇談会」（座長：藤井聡京大教授）
・・6月提言予定

■国交省：
・社会資本の老朽化対策会議（議長：国交相） 2013.3.21
・社整審：社会資本メンテナンス戦略小委員会 2013.1.30

■道路局
・国交省：国道の維持管理に関する検討会（座長；那須高知工科大教授），
.・笹子トンネル問題：トンネル落下事故に関する調査・検討委員会
（委員長：今田都立大名誉教授）

■水管理・国土保全局
・国交省社整審：安全を持続的に確保するための今後の河川管理の
あり方検討小委員会，2013.3中間報告

■下水道部
・下水道維持管理指針改定調査専門委員会, 公益社団法人 日本下水道
協会

■港湾局
・港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18

＊レジリエンス＝粘り強さ＋しなやかさ

7

社会資本メンテナンス戦略小委員会の緊急提言

@＾o＾√アシダ

2013.1

① 「インフラの健全性診断のための総点検」等の緊急実施
・・・自治体、民間も含めたインフラ総点検を効率的に実施

② インフラの健全性等に関するカルテ整備
③ インフラの健全性等の国民への公表
④ 長期的視点に立った維持管理・更新計画（長寿命化計画等）
の策定

⑤ 地方公共団体等への支援
⑥維持管理・更新をシステマチックに行うための
実施プロセスの再構築
⑦維持管理・更新に係る情報の収集・蓄積・・継続的収集・蓄積
⑧維持管理・更新に係る予算の確保・・・自治体等への支援

⑨組織・制度の変革と人材育成
⑩効率的・効果的な維持管理・更新のための技術開発の推進
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国交省の戦略

（出典）社会資本の老朽化対策会議，2013.1
9

社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置

@＾o＾√アシダ

Ⅰ．基本的な考え方
①平成24年度補正予算及び平成25年度当初予算を活用し総点検を実施し、必要な修繕を

速やかに行う。
②平成26年度以降、更新のあり方を含めて内容の充実を図った長寿命計画の策定等を

通じ、本格的ＰＤＣＡサイクルへ移行
③本年を「社会資本メンテナンス元年」とし、今後3か年にわたる当面講ずべき措置

（出典）社会資本の老朽化対策会議第3回資料,2013.3.21

Ⅱ．維持管理・更新の現状と課題
[ 点 検 ] ・緊急点検の結果、日常点検、定期点検では把握されていない要対策箇所が明らか

となった。 ・地方公共団体管理の施設の中には、点検未実施で劣化や損傷の状況が不明な
施設がある
[ 基準・マニュアル ] ・管理者間での点検手法等のばらつきの改善や新技術等の十分な反映、
施設に応じたきめ細かな基準・マニュアルの策定等
[ 施設状況等の把握 ] ・必要な情報の蓄積が不十分で、体系的に把握されていない。
・インフラの維持管理・更新費の将来推計については、その精度をいかに向上させるか。
[ 既存技術の活用や新技術の導入 ] ・既存技術の分野横断的な活用や新技術の速やかな導
入・共有化、IT 等を活用したインフラ維持管理のイノベーションの推進等
[ 予算・体制・法令等 ] ・安定的な予算の確保が課題である。 ・行政職員の人員・技術力の確

保とともに、現場を担う建設産業の人材確保・育成等。 ・法令等においては、維持管理に関す
る基準の位置づけの明確化。
[ 長寿命化計画の策定推進等 ]
・計画内容や策定状況は、施設や管理者によりばらつきが大きく、特に地方公共団体の計画策
定の進捗に遅れがみられる。
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社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置

@＾o＾√アシダ

Ⅲ．当面講ずべき措置
１．現場管理上の対策
（１）総点検の実施と修繕
（２）基準・マニュアルの策定・見直し
（３）維持管理・更新に係る情報の整備
（４）新技術の開発・導入等

２．現場を支える制度的な対策
（１）地方公共団体への支援
（２）維持管理等の担い手支援
（３）国の一元的なマネジメント体制や法令等の整備

３．長寿命化計画の推進

別添 社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置 工程表
補足資料１ 工程表 【総点検】
補足資料２ 工程表 【基準・マニュアル】

（出典）社会資本の老朽化対策会議第3回資料,2013.3.2111

（出典）社会資本の老朽化対策会議第3回資料,2013.3.21
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社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置

@＾o＾√アシダ

（出典）社会資本の老朽化対策会議第3回資料,2013.3.21

H25.3 H26.3 H27.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持
管理に関す
る検討会

@＾o＾√アシダ

(出典）国道の維持管理に

関する検討会とりまとめ
（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3
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国道の維持管理に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）国道の維持管理に関する検討会とりまとめ（案）参考資料,2013.3

24



安全を持続的に確保するための今後の河川管理の
あり方検討小委員会，2013.3中間報告

@＾o＾√アシダ

(出典）河川管理小委員会中間報告参,2013.325

@＾o＾√アシダ

安全を持続的に確保するための今後の河川管理の
あり方検討小委員会，2013.3中間報告
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安全を持続的に確保するための今後の河川管理の
あり方検討小委員会，2015.3答申案

@＾o＾√アシダ
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下水道維持管理指針改定について（中間骨子案）

@＾o＾√アシダ

(出典）下水道維持管理指針改定について（中間骨子案）～背景と改定方針案～,日本下水道協会,2013.4.24
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下水道維持管理指針改定について（中間骨子案）

@＾o＾√アシダ
(出典）下水道維持管理指針改定について（中間骨子案）～背景と改定方針案～,日本下水道協会,2013.4.2429

港湾施設の維持管理等に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）港湾施設の維持管理等に関する検討会2010資料,2-2
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港湾施設の維持管理等に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）港湾施設の維持管理等に関する検討会2010資料2-1
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港湾施設の維持管理等に関する検討会

@＾o＾√アシダ
(出典）港湾施設の維持管理等に関する検討会2010資料2-232



港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18

@＾o＾√アシダ
(出典）港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18資料
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港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18

@＾o＾√アシダ (出典）港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18資料
34



港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18

@＾o＾√アシダ
(出典）港湾施設の維持管理等に関する検討会 2013.3.18資料 35

自治体の維持管理ビジョン

@＾o＾√アシダ

青森県橋梁長寿命化修繕計画１０箇年計画,2012.5
☆ 県民の安全・安心な生活を確保するため、健全な道路ネットワークを維持
☆ 全国に先駆けてアセットマネジメントを導入
☆ これまでの維持管理の常識から転換します・・予防保全でＬＣＣ最小化
＊15m以上と以下で手続き区分

東京都道路アセットマネジメント
・橋梁中心？
・平成18年末からシステム稼働

大阪市橋梁保全更新計画

・宮崎県汗人（アセットマネジメント）の導入行動方針（橋りょう編）,H20.3
・宮崎県長寿命化修繕計画，H22.9 ・・・取り組みの基本方針
・維持管理マニュアル,H22.9 ・・・・・・・・・・維持管理のPDCAサイクルの解説
・橋梁点検マニュアル，H22.9・・・・・・・・・・・点検要領
＊その後、年次レポートを作成
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会計検査院の指摘 2012

@＾o＾√アシダ

（出典）平成２１年度報告書,第３章個別の検査結果,第１節省庁別の検査結果,第１３国土交通省

社会資本整備事業で整備した施設に係る長寿命化事業の実施について、
長寿命化計画の策定及び施設情報の管理が適切に行われ、施設の維持
管理、更新が計画的かつ効率的に実施されるよう意見を表示したもの

道路事業：①１９都府県及び１１政令市のうちの２５事業主体においては、長寿
命化計画の策定を業者に委託して実施するに当たり、耐荷力照査の結果の情
報を業者に提供していなかった。このため、長寿命化計画の策定において耐荷
力照査の結果が活用されず、今後の点検、補修の実施に当たり、時期の優先順
位が必ずしも的確なものになっていないなど予防保全的管理に支障ある。

港湾整備事業：

１６事業主体の１５０施設については、長寿命化計画の策定に当たって、国と事業
主体との間で十分な協議が行われておらず、同計画は、港湾施設の点検、補修の
内容や実施時期等について両者の意向が十分反映されたものとなっていなかった。

道路橋及び係留施設等の点検データ等：２事業の１４６事業主体においては、点
検データ等を適時適切に活用できるよう、地方公共団体等が定めた文書管理規
程等に基づく公文書として保存期間や保存場所を定めるなどの組織的な記録、
整理が十分行われていない状況となっていた。このため、今後施設を長期間維
持管理していく間に、点検データ等が所在不明となったり、誤って廃棄されたりす
ると、予防保全的管理を推進する上で支障を来すことになると認められた。

37

総務省の指摘 2014.11

@＾o＾√アシダ

１ 港湾施設
(1) 港湾台帳の整備等
(2) 港湾施設における長寿命化対策の推進

３ 上水道施設
(1) アセットマネジメントの推進
(2) 水道事業における民間の資金・ノウハウ
の活用

４ 下水道施設
(1) 公共下水道台帳の整備
(2) 下水道施設におけるストックマネジメント
の推進
(3) 下水道施設の維持管理における民間の
資金・ノウハウの活用

５ 河川管理施設
(1) 河川現況台帳の整備等
(2) 河川管理施設における長寿命化対策の
推進

対象

（出典）社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視,総務省,2012.2

台帳不備、施設の設置年度不明、

点検未実施、診断未実施、
補修未実施、

維持管理計画未策定、ＤＢ未整備

維持管理情報未公開

の団体がある

民間委託推進策を講ずる必要

指摘
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財務省の指摘 2014.11

@＾o＾√アシダ
（出典）社会資本整備を巡る現状と課題,財務省,2012.1139

土木コンクリート構造物耐久性検討委員会
1999年～2000年

＜きっかけ＞
山陽新幹線
・福岡トンネルコンクリート塊落下（1999年6月27日）
・北九州トンネルにおける側壁崩落（1999年10月9日）

・小林 一輔：コンクリートが危ない (岩波新書) 

＜委員会提言＞委員長：町田篤彦埼玉大学教授 2000年３月
１．著しい劣化により耐荷力が問題となる構造物はなかった。
２．劣化しており追跡が必要な構造物は５％あった。
３．耐荷力だけでなく第三者被害を防止するための対策が重要
４．水セメント比は重要で制限値を明示し、水分量確認を行う。
5．定期的な点検おいて変状を把握し、データベース化する。
６．・・・

コンクリートの劣化への対応！
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ミネアポリス高速道路崩落事故

@＾o＾√アシダ

ミネアポリス高速道路崩落事故は、2007年8月1日（日本時間2007年8月2日）にミネ

ソタ州州都セントポールと同州最大の都市ミネアポリス間のミシシッピ川に架っていた
州間高速道路35W号線（I-35W）ミシシッピ川橋(地図)が崩落した事故である。
この事故で2007年8月13日現在、少なくとも60台の車が転落し、9人が死亡、100人
以上が負傷した。また、4人が行方不明になっている。 （出典）Wiki

「日経コンストラクション」ケンプラッツ より、2009/04/21、米ミネアポリス落橋事故
国家運輸安全委員会が2008年11月にまとめた最終報告書では、
崩落の原因として以下の三つを挙げた。
①上流側と下流側にあるトラスの格点のうち、ガセットプレートの鋼板の厚さが
計8カ所で、必要な厚さの半分程度しかなかったこと。設計ミスが原因だった。
②橋が完成した後に、何年かかけて床版の上面を5cmほど増し厚したこと。
床版の劣化を防ぐのが目的だった。しかし、増し厚によって橋の自重が20%も増えた。
③崩落時に実施していた床版の補修工事だ。工事用の重い資機材を、
ガセットプレートが薄く、橋の弱点となっていた格点のほぼ真上の床版に置いていた。

赤丸がガセットプレートの厚さが
不足していた格点。P5、P6、P8の
橋脚はローラー支承、P7橋脚だ

け固定支承となっていた（資料：日
経コンストラクション）
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笹子トンネル天井板落下事故

@＾o＾√アシダ

2012年12月2日、中央自動車道上り線笹子トンネルで天井板のコンクリート板が約130m
の区間に落下し、走行中の車複数台が巻き込まれて死傷者が出た事故。
日本の高速道路上での事故としては、1979年に発生した日本坂トンネル火災事故や、
2012年4月29日に発生した関越自動車道高速バス居眠り運転事故を死亡者数で上回り、
最も死亡者数の多い事故となった （出典）Wiki

トンネル落下事故に関する調査・検討委員会（委員長：今田都立大名誉教授）
第3回2013.3

今田委員長は、試験結果を踏まえ「コンクリートについては問題がないという判断が、い
まの時点で得られた。ほかに原因が考えられるのは、アンカーや構造の問題になるので
はないか」とアンカーボルトなどの試験結果の分析をさらに続ける考えを示した。

アンカーボルトの欠落は5カ所、脱落(人力による抜け)が3カ所、ゆるみが
1004カ所、腐食による断面欠損が16カ所となった。吊金具ボルトは欠落18カ所、
脱落14カ所、破損・変形20カ所、受台ボルトは欠落4カ所、脱落1カ所、破損・変
形1カ所、覆工コンクリートのアンカーを跨ぐひび割れは125カ所だった。

接着系アンカーボルトの引き抜き抵抗力試験では、十分な強度があるアンカー
ボルトがある一方で強度不足も確認された。全体として安全率は確保されている
ものの、183カ所中16カ所で安全率以下のボルトがあった。中今田委員長はこ

の結果を「強度にバラツキがある。なぜこうなったのか、さらに検討が必要だ」と
した。 （出典） 建設通信新聞
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